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序章
1　要件事実の定義
（1）　はじめに
民事訴訟における要件事実（以下「要件事実」という。）は、法律実務家
にとって、現在では、空気のようなものであって、特に定義の必要を感じ
ないほど自明のもの、すなわち、議論をする必要がない程度に共通認識が
形成されているものとなっている。
しかし、要件事実を知らない人に対して説明をするために、あるいは、
要件事実についての基本的な論争を整理するために、要件事実の定義をし
ようとすると、人によって、その表現が異なり、あるいは、そもそも、そ
の意味の異なることが、確認できる。
（2）　司法研修所民事裁判教官室の定義
司法研修所民事裁判教官室編『問題研究要件事実－言い分方式による設
例15題－』改訂版6頁（以下『設例15題』改訂版という。）は、その表現
を若干整理すると、「要件事実とは、一定の法律効果を発生させる法律要件
に該当する具体的事実をいう。」と定義している。これは、この時点におけ
る司法研修所民事裁判教官室の見解であるといえる。
要件事実についてのこの定義は、初学者にとっては理解しやすいもので
あり、法律実務家にとっては標準的な共通認識となっていると思われる。
（3）　異なる見解
しかし、上記の定義には、一般に、民法研究者からの異論があるといわ
れている。要件事実は、「具体的事実」である（実務家の大方の意見）の
か、「類型的事実」である（民法研究者からの意見）のかという問題であ
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る。
また、上記の定義は、現時点における最も標準的であり、かつ、適切な
定義であると思われるが、なお、洗練する余地があると思われる。その洗
練する余地というのは、一般的な言い方をすれば、定義は、一義的に明確
かつ簡潔なものとすべきであるという観点からのものであり、別の言い方
をすれば、定義は、必要かつ十分な言葉をもって記述すべきであるという
観点からのものである。
要件事実の定義は、要件事実を論ずるに当たって、避けることのできな
い問題である。
要件事実の定義についての私見は、これを結論的に提示すると、次のと
おりである。要件事実とは、一定の法律効果が発生するために必要かつ十
分な具体的事実である。
（4）　要件事実の定義の効用
要件事実の定義を明確にすることの効用は、要件事実に関するある種の
論争が、実質的な法律上の問題ではなく、実は、形式的な言葉の問題であ
ることを明らかすることができることにあると考える。
（5）　予定及び暫定定義
要件事実の定義は、「定義」の意味と方法という、これまで、この問題に
ついて明確に論じられていなかった事項について検討しなければならない
ため、本稿においては、具体的な問題についての考察を経たどちらかとい
えば後の章の段階で、触れる。
それまでは、要件事実の定義は、『設例15題』改訂版における定義と同
一であるとしておく。
2　要件事実を考察する原初的要請
要件事実に関する考察及び議論は、日本において、原初的には、「裁判所
は、①訴訟の審理において、原告と被告とのどちらにどのような事実を主
張立証させることが相当か、②訴訟の終着点である判決書には、どのよう
な事実の摘示及び理由の説示をすることが相当か。」という裁判官の実務上
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の要請から発生したものとされている。
要件事実の歴史は、文献的には、村松俊夫判事の「民事事件の実務的研
究－借地借家事件を中心として－」（法曹会雑誌第20巻6、7号・1942年、
『民事裁判の諸問題』所収205頁以下・1954年）に出発点があるといわれて
いる（田尾桃二「法学・法曹教育における要件事実論」民事要件事実講座
1巻344頁以下・2005年）。
確かに、村松俊夫判事の「民事事件の実務的研究」は、土地・建物の明
渡請求訴訟を題材として取り上げ、その訴訟における請求の趣旨、訴訟物、
請求原因、抗弁、再抗弁について、具体的かつ論理的に検討し、現在、司
法研修所において司法修習生に対して教えているのと同様な分析方法、思
考方法及びその結果を提示している。
現在では、要件事実に関して多くの文献がある。しかし、現在の文献中
には、平凡な記述に終始し、そして、本来考察を加えるべきところであり
ながら既存の文献を無思慮に援用しているものもあるように感じられる。
私の個人的な感想ではあるが、そのような文献には、ハウツー物としての
便利さがあるとはいえ、いささかの感慨も覚えない。これに対し、村松俊
夫判事の「民事事件の実務的研究」は、今から66年前の1942年に書かれた
という点においても、著者の見識の広さ・深さの点においても、物事を分
析する知性の鋭さ・深さの点においても、自己の知性の限界についての偽
らざる謙虚な認識の表明の点においても、尊敬と共感を覚える。あらため
て、「物を書く」という仕事の重さ、厳しさを思わされる。
3　要件事実の訴訟上の必要性
要件事実は、訴訟運営上、必要不可欠の道具である。
要件事実は、訴訟の諸段階、すなわち、訴訟物の選択、訴状の記載、答
弁書の記載、準備書面の記載、弁論準備手続の運営、証拠調べの申立て及
び採否、心証形成、判決書の作成という民事訴訟の開始から終了に至るま
で、常に、考慮しなければならないものである。
要件事実は、訴訟を合理的かつ効率的に運営するに当たって、法律実務
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家である弁護士及び裁判官の共通認識として利用される不可欠の道具であ
る。
以上は、要件事実について記述している各種文献が、いずれも、詳細に
述べていることである。
4　要件事実についての理論的な基礎が実体法の解釈にあること
（1）　要件事実の解釈上の根拠
要件事実は、現在では、訴訟上の主張立証責任の適切な分配の観点を考
慮するとしても、その観点を基礎として決定されるものではなく、実体法
上の法律効果の発生、障害、消滅又は阻止をもたらす事実についての解釈
を基礎として決定されるものであることが定説となっている。
私も、上記定説と意見を同じくするものであり、それゆえに、本稿にお
いても、要件事実について、実体法上の分析を主とし、訴訟上の取扱いを
従として、記述する。例えば、Aの事実は、原告の主張する請求権の権利
発生根拠事実（訴訟上は請求原因事実）であり、Bの事実は、当該請求権
の発生障害事実（訴訟上は抗弁事実）であるという記述をし、これらの記
述をせずに、Aの事実は、原告においてその主張立証責任を負うというよ
うな記述をしない。ただし、ある要件事実についての請求権構造上の位置
付け（例えば、相殺の抗弁に供される自働債権の発生に関する要件事実は、
自働債権については請求権の発生根拠事実であるが、受働債権の関係では
権利消滅事実となる。）が示されていない場合においては、主張立証責任と
いう記述をすることがある。
（2）　要件事実の分配について
最近では、実体法上の要件事実の構造を説明するに当たって「要件事実
の分配」という言葉が、使用されるようになってきた（村上正敏「日本私
法学会シンポジウム「要件事実論と民法学との対話」についての報告を読
んで」NBL815号59頁以下）。
村上正敏判事が「要件事実の分配」という言葉を使用した意図なり、そ
の背景事情なりについては、興味深いものがあるが、それはさておき、こ
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れからは、「主張立証責任の分配」という訴訟上の事柄を説明する言葉に加
えて、「要件事実の分配」という実体法上の事柄を説明する言葉が定着する
ことにより、要件事実についての正しい理解が促進されるものと考える。
この点は、本稿において、いずれかの時期に、触れる。
5　要件事実の考察の観念化の危険性
（1）　基本
要件事実の考察に当たって、実際の法律効果に差異のある問題とその差
異のない問題とがある。
（2）　民法575条2項の規定の解釈
例えば、民法575条2項の規定が、売買契約に基づく代金の法定利息につ
いての発生要件を定めたもの（法定利息説）と解釈するのか、売買契約に
基づく代金の遅延損害金についての加重要件を定めたもの（遅延利息説）
と解釈するのかは、実際の法律効果に明らかな差異があるから、法律的に
意味のある問題である。
（3）　民法112条の規定の解釈
しかし、例えば、民法112条の規定について、①同規定が、有権代理に
関するものであって、代理権授与の事実が請求原因事実の一部であり、代
理権消滅の事実がこれに対する抗弁事実であり、代理権消滅について相手
方において善意であることがこれに対する再抗弁事実であり、相手方にお
いて過失があることが再々抗弁事実であると解釈する（有権代理説）のか、
②同規定が、表見代理に関するものであって、代理権授与の事実及び代理
権消滅の事実に加えて、代理権消滅について相手方において善意であるこ
とが一体となって予備的請求原因の一部であり、相手方において過失があ
ることが抗弁事実であると解釈する（表見代理説）のか、という議論があ
る。この議論は、同条の解釈論として重要な問題であるが、実際の法律効
果に明らかな差異がなく、かつ、いずれの説を採用しても、現実の訴訟運
営に当たってほとんど影響がない。唯一影響があるとすれば、判決書にお
いて、どのような記載をすることが正しいのか、あるいは、相当であるの
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かという事柄である。
（4）　私見
私は、上記民法112条における要件事実解釈の問題は、観念世界におけ
る正当性の問題であると考える。そして、私は、観念世界における正当性
の問題は、現実世界における正誤又は当否の検証ができないのであれば、
どちらの説でも差し支えないと整理することとしている。
問題は、観念世界における正当性の問題か、そうでないのかという判定
基準及びその判定がされた場合における態度選択規範であり、この判定基
準及び態度選択規範が明確になれば、要件事実に関する考察及び議論がよ
り生産的なものになると思われる。
要件事実に関する論争のうちの特定のものが、現実的なものか、それと
も、観念世界におけるものかという点も、本稿のいずれかの段階で、触れ
る。
6　本稿の目的
本稿の目的は、主に、要件事実をめぐる思考方法の適切さ又は論理的な
矛盾若しくは不自然さに属する事項について、これを検討することにある。
その主題は、要件事実に関する基本的な事柄のうち、私が関心を抱いた
ものについて考察をした結果であり、それゆえに、本稿は、要件事実の極
わずかな一部についての覚書である。
7　主な引用文献の略語
ここでは、序章及び第1章で引用する主な引用文献の略語を記載する。
・ 　『要件事実第1巻』　司法研修所編『増補　民事訴訟における要件事実
　第一巻』1986年
・ 　『類型別』初版　司法研修所編『紛争類型別の要件事実－民事訴訟にお
ける攻撃防御方法の構造』初版1999年
・ 　『類型別』改訂版　司法研修所編『紛争類型別の要件事実－民事訴訟に
おける攻撃防御方法の構造』改訂版2006年
・ 　『設例15題』改訂版　司法研修所編『問題研究要件事実－言い分方式
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による設例15題－』改訂版2006年
・ 　『考え方と実務』　加藤新太郎・細野敦著『要件事実の考え方と実務』
第2版2006年
・ 　『30講』　村田渉・山野目章夫編著『要件事実論30講』2007年
・　大江『民法（1）』　大江忠著『要件事実民法（1）』第3版2005年
・　大江『要件事実ノート』　大江忠著『要件事実ノート』2007年
・ 　岡口『マニュアル』　岡口基一著『要件事実マニュアル』第2版上巻
2007年
第1章　期限の利益喪失約款の要件事実
1　はじめに
期限の利益喪失約款は、社会生活において、企業又は個人が銀行から金
銭を借り受ける場合（金銭消費貸借契約が締結される場合）などにほとん
ど常に伴う合意であり、実際に、金銭消費貸借契約をはじめとして、契約
書中に頻繁に登場する。
また、期限の利益喪失約款は、民事訴訟においては、金銭消費貸借契約
に係る事件を中心として、しばしば主張されるものである。
しかし、期限の利益喪失約款は、①当事者が作成した契約書上の記載内
容、②当事者の認識内容、③要件事実の観点から分析した内容が、必ずし
も一致しない。
そして、後記のとおり、上記③の「要件事実の観点から分析した内容」
は、要件事実に関する諸文献上の現在の多数の見解によれば、上記①の「当
事者が作成した契約書上の記載内容」、同②の「当事者の認識内容」のいず
れからも、懸け離れた内容のものとなっている。
さらに、期限の利益喪失約款について、④判決書における記載内容が、
実務的にどのようになっているのかは、一つの問題である。
本章では、期限の利益喪失約款をめぐる要件事実の分析をするとともに、
上記①ないし③の点を考慮して、④の点、すなわち、判決書における記載
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の仕方をも検討するものである。
2　期限の利益喪失約款について
（1）　定義
期限の利益喪失約款とは、分割金支払債務（金銭債務について、その総
額を分割し、一定の期間内に、多数回にわたって、分割金を支払うものと
する債務）につき、債務者が分割金の支払を怠ったなどの事由があった場
合に、期限の利益を失い、残額全部について支払うものとする債権者と債
務者との間の合意である。
（2）　定義の説明
ア　適用される金銭債務
a　金銭消費貸借契約
期限の利益喪失約款が実際に利用されている契約類型は、そのほとんど
が、金銭消費貸借契約である。
金銭消費貸借契約において、元金についての分割支払合意がされる場合
には、必ずといってよいほど、期限の利益喪失約款が伴う。
例えば、個人が、銀行などの金融機関から、住宅ローン資金として金銭
を借り受ける場合には、元金3600万円を30年（360回）などの長期間にわ
たる多数回の分割払いとするとともに、期限の利益喪失約款が伴うことに
なる。
b　売買契約
文献上は、売買契約についても、適用がある旨の説明がある（『要件事実
第1巻』270頁）。理論的には、もちろん、売買契約についても、代金が分
割払いとされるとともに、期限の利益喪失約款を伴うことがあり得る。
しかし、社会生活上は、売買契約に基づく売買代金が分割払いとされる
ことは、知人間で売買契約がされる場合、何らかの特別な理由があって売
主自らが買主に信用供与をする場合などの限定的なものとしてあるに過ぎ
ず、一般的によくあるものではない。なぜならば、売買契約にあっては、
一般的には、代金の支払と財物の給付が同時に履行されることが通例とな
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っているからである。
例えば、自動車販売会社が、自動車をユーザーに売却する場合に、売買
代金が分割払いとされることがある。
自動車販売会社が、自らユーザーに信用供与をすることもあり、この場
合には、売買代金が分割払いとされる。しかし、ユーザーが金融機関から
売買代金相当額の金員を借り入れ（ローンをする）、ユーザーがその借入金
をもって、自動車販売会社に対し、売買代金を支払い（実際には、金融機
関が、ユーザーの指示により、ユーザーに代わって、自動車販売会社に対
し、直接に、売買代金の支払をする。）、ユーザーは、金融機関に対し、金
銭消費貸借契約に基づき、分割金を支払う（ローンの支払をする）という
こともある。
後者の場合には、社会的には、自動車の売買代金が分割払いとされると
いっても、法律的には、自動車販売会社がユーザーに対して自動車の引渡
しをするのとほぼ同時に、ユーザーが金融機関から売買代金相当額の資金
を借り入れ、金融機関がユーザーに代わって自動車販売会社に対して自動
車の売買代金を支払い、ユーザーは金融機関に対し、金銭消費貸借契約に
基づく分割金支払義務を負うことになる。それゆえに、このような場合に
は、日常用語としても、「自動車ローン」という言葉が使用されるが、この
言葉は、「ローン」＝「金銭消費貸借契約」であり、自動車の売買契約に伴
って金銭消費貸借契約が締結されたということを無意識のうちにも、表現
しているといえる。
もちろん、法律的には、ユーザーと金融機関との間の契約が、金銭消費
貸借契約ではなく、立替払契約であることもあるが、この点は、ここでは、
深入りしない。
イ　分割金の実際
期限の利益喪失約款を伴う契約における分割金は、実務上、毎月（ほと
んどの場合が毎月であり、毎年とか、3か月ごととかいうものはまれであ
る。）、一定の日（末日が多いが、10日、15日、25日などと他の任意の日が
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合意されることもある。）に、元金及び利息金（主に、元金を定額とし利息
金を付加するもの、元金及び利息金の合計額を定額とするものの2形態が
ある。）を支払うとするものが多い。
ウ　怠る支払の回数
a　通例
期限の利益喪失約款は、債務者が「1回」でも支払を怠った場合には、期
限の利益を喪失するとしているものが多い。
b　訴訟上の和解の場合
ただし、民事訴訟において、訴訟上の和解が成立する場合には、期限の
利益喪失約款について、債務者が「2回分の金額」の支払を怠った場合に、
期限の利益を喪失するとしているものが多い。その理由は、債務者が「1
回」でも支払を怠った場合に期限の利益を喪失することとすると、債務者
が、分割金の支払を1日でも遅れると期限の利益を喪失することになり、債
務者に酷であるということにある。
c　訴訟上の和解の場合の記載の仕方
なお、訴訟上の和解における期限の利益喪失約款の実際の記載の仕方と
して、①「2回（2回以上）怠ったとき」、②「2回分（2回分以上）怠った
とき」、③「引き続き2回以上怠ったとき」、④「分割金の支払を怠り、そ
の額が2回分以上に達したとき」、⑤「分割金の支払を怠り、その額が○○
円に達したとき」、⑥「2回以上怠り、かつ、その額が○○円に達したと
き」などの表現があるが、①ないし③の表現は、一義的に明確であるとは
いえず、不適切であり、④ないし⑥の表現が一義的に明確であって適切で
あるとされている（法曹会『書記官事務を中心とした和解条項に関する実
証的研究』56頁、57頁・1982年）。その詳細は、上記文献を参照されたい。
エ　期限の利益を喪失する事由
期限の利益を喪失する事由は、契約の種類・内容に応じて、多様である。
一般的には、①債務者が分割金の支払を怠った場合、②債務者の信用状
態が悪化した場合、③債務者の行為が債権者との間の信頼関係を損なうよ
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うな場合に大別できる。
本稿においては、上記①の場合について検討し、上記②及び③の各場合
については、後に、銀行取引約定書の記載例について述べる限度で触れる。
オ　債権者の請求を必要とするか不要とするかの区別
期限の利益を喪失する事由として、債務者が分割金の支払を怠ったとき
は「当然に」期限の利益を喪失するという合意と、債務者が分割金の支払
を怠っただけでは足りず、債権者の「請求」があってはじめて、期限の利
益を喪失するという合意とがある。
前者は、簡明であるが、条件として厳し過ぎるところがあり、後者は、
期限の利益喪失のための要件が1つ加わることにより若干複雑になるが、当
事者間の実情に応じた柔軟な対応が可能となる。
（3）　実際の例
ア　基本
期限の利益喪失約款の典型例は、銀行取引約定書中にある。
期限の利益喪失約款は、立替払契約、ファイナンス・リース契約などに
も、利用されており、これらは、銀行取引約定書中の条項の記載と同様で
ある。
イ　銀行取引約定書の記載
a　記載
銀行取引約定書（全国銀行協会連合会ひな型、昭和37年8月6日、改正
昭和52年4月9日）は、銀行との間で取引をする者（以下「債務者」とい
う。）が、銀行に対し、保証人と連署して差し入れる形式の文書である。
同約定書の冒頭には、「私は、貴行との取引について、次の条項を確約し
ます。」と記載されている。
同約定書第5条には、「期限の利益の喪失」という表題が記載されている。
同条1項本文には、期限の利益の「当然」喪失事由が定められており、
「私について次の各号の事由が一つでも生じた場合には、貴行からの通知催
告等がなくても貴行に対するいっさいの債務について当然期限の利益を失
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い、直ちに債務を弁済します。」と記載されている。
同項の各号として、次の一から四までの各号が記載されている。
「　一　支払の停止または破産、和議開始、会社更正手続開始、会社整理
開始もしくは特別清算開始の申立があったとき。」
「　二　手形交換所の取引停止処分を受けたとき。」
「　三　私または保証人の預金その他の貴行に対する債権について仮差
押、保全差押または差押の命令、通知が発送されたとき。」
「　四　住所変更の届出を怠るなど私の責めに帰すべき事由によって、貴
行に私の所在が不明となったとき。」
同条2項本文には、期限の利益の「請求による」喪失事由が定められて
おり、「次の各場合には、貴行の請求によって貴行に対するいっさいの債務
の期限の利益を失い、直ちに債務を弁済します。」と記載されている。
同項の各号として、次の一から五までの各号が記載されている。
「　一　私が債務の一部でも履行を遅滞したとき。」
「　二　担保の目的物について差押、または競売手続の開始があったと
き。」
「　三　私が貴行との取引約定に違反したとき。」
「　四　保証人が前項または本項の各号の一にでも該当したとき。」
「　五　前各号のほか債務保全を必要とする相当の事由が生じたとき。」
b　説明
α　分割金の支払を怠った場合
銀行取引約定書にあっては、前記（2）のエの①債務者が分割金の支払を
怠った場合は、期限の利益の「請求による」喪失事由の1つとされ、「私が
債務の一部でも履行を遅滞したとき」という文言をもって記載されている。
この場合が「当然」喪失事由とされていない理由は、前述のとおり、債務
者が1回でも支払を怠った場合に期限の利益を喪失させることは、債務者
に厳し過ぎるからである。
β　債務者の信用状態が悪化した場合
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同約定書にあっては、前記（2）のエの②債務者の信用状態が悪化した場
合は、程度により、期限の利益の「当然」喪失事由の1つ（例えば、支払
の停止または破産、和議開始、会社更正手続開始、会社整理開始もしくは
特別清算開始の申立があったとき。）とされ、あるいは、期限の利益の「請
求による」喪失事由の1つ（例えば、担保の目的物について差押、または
競売手続の開始があったとき。）とされている。
γ　債務者の行為が債権者との間の信頼関係を損なうような場合
同約定書にあっては、前記（2）のエの③債務者の行為が債権者との間の
信頼関係を損なうような場合は、やはり、程度により、期限の利益の「当
然」喪失事由の1つ（例えば、住所変更の届出を怠るなど私の責めに帰す
べき事由によって、貴行に私の所在が不明となったとき。）とされ、あるい
は、期限の利益の「請求による」喪失事由の1つ（例えば、私が貴行との
取引約定に違反したとき。）とされている。
3　問題及び私見の結論の提示
（1）　『30講』における記述
『30講』中の第12講（177頁、178頁）には、次のような記述がある。
長文になるが、分析の正確性を期するため、論題ごとに文節を区切り、
論題を付加するほかは、そのまま引用する。ただし、原文中の「借り主」
を、ここでは「借主」と表記する。
ア　期限の利益喪失約款一般及び本問の同約款
期限の利益喪失約款とは、契約の履行期限の合意についてその効力を失
わせることを内容とする合意であり、本問における期限の利益喪失約款は、
「借主（Y）が分割金の支払を1回でも怠ったときは、期限の利益を喪失し、
残金を一括して支払う。」という内容の合意である。
イ　支払を怠ったことをめぐる主張立証責任
この期限の利益喪失約款の主張立証責任の分配については、期限の利益
の喪失を主張する者が、合意の内容どおり、「借主が分割金の支払を怠った
こと」の主張立証責任を負うという考え方もありうるが、後述のように履
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行遅滞一般の主張立証責任において、履行遅滞を主張する者に「債務を支
払わなかったこと」の主張立証責任を負わせない考え方を採った場合との
均衡を考える必要があること、「支払わなかったこと」の主張立証責任を負
わせることは、事実の不存在という消極的事実の主張立証責任を負わせる
ことになり、当事者の公平を損なうことになることを考えると、ここでも
期限の利益の喪失を主張する者が「貸主が分割金の支払を怠ったこと」の
主張立証責任を負うとすべきではないと考えられる。すなわち、弁済期に
分割金の支払がなかったことが期限の利益喪失の効果の発生原因事実にな
るのではなく、弁済期に分割金の支払（弁済の提供）があったことが期限
の利益喪失の効果の発生障害事実になると解するべきである。
ウ　一応の合理的意思解釈
そうすると、上記期限の利益喪失約款の実質的内容は、当事者の合理的
な意思解釈によれば、「各分割金の弁済期が経過したときは、借主はその後
に到来すべき期限の利益を失い、残額全部の弁済期が経過したものとする。
ただし、各弁済期経過前に分割金を弁済したときはこの限りではない。」と
いう趣旨の合意であり、
エ　ただし書の意味
このうちただし書の部分は、弁済期経過前の弁済により履行遅滞が生じ
ないことになり、したがって、履行遅滞を前提とする期限の利益の喪失が
生じないことになるという法律上当然の効果を述べているに過ぎないので、
その限りにおいて合意としては無意味（合意をしなくても当然にそのよう
な効果が得られる）である。
オ　まとめ
したがって、期限の利益喪失約款の内容としては、「各分割金の弁済期が
経過したときは、借主はその後に到来すべき期限の利益を失い、残額全部
の弁済期が経過したものとする。」というものであると理解される。
（2）　説明及び問題の提示
ア　期限の利益喪失約款一般及び本問の同約款
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上記（1）の記述のうちのア「期限の利益喪失約款一般及び本問の同約
款」は、一般的な説明及び本問の同約款を説明するものであるところ、特
に問題はない。
イ　支払を怠ったことをめぐる主張立証責任
上記（1）の記述のうちのイ「支払を怠ったことをめぐる主張立証責任」
は、実務家にとっては、ほとんど異論のないところであり、学説において
も、多数説であり、問題はない。
ただし、債権者が「債務者において分割金の支払を怠ったこと」につい
ての主張立証責任を負うものではなく、債務者が「分割金の支払をしたこ
と」についての主張立証責任を負うことは、要件事実の分配上是認できる
が、実際の判決書においてどのように記載するのかは、後述のとおり、弁
論主義の問題あるいは言葉の表現の問題なども考慮すべき事柄であろう。
ウ　一応の合理的意思解釈
上記（1）の記述のうち、ウ「一応の合理的意思解釈」は、債務者が「分
割金の支払をしたこと」についての主張立証責任を負うものと解釈する以
上、特に問題はない。
すなわち、上記期限の利益喪失約款の実質的内容は、当事者の合理的な
意思解釈によれば、「各分割金の弁済期が経過したときは、借主はその後に
到来すべき期限の利益を失い、残額全部の弁済期が経過したものとする。
ただし、各弁済期経過前に分割金を弁済したときはこの限りではない。」と
いう趣旨の合意であるということになる。
エ　ただし書の意味
上記（1）の記述のうち、エ「ただし書の意味」の前半の「弁済期経過前
の弁済により履行遅滞が生じないことになり」という部分は、是認できる
が、中間の「したがって、履行遅滞を前提とする期限の利益の喪失が生じ
ないことになるという法律上当然の効果を述べているに過ぎないので」と
いう部分には、問題があり、仮にこれが問題のないものであるとすれば、
後半の「その限りにおいて合意としては無意味（合意をしなくても当然に
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そのような効果が得られる）である。」という部分は、是認できる。
この中間の部分が、期限の利益喪失約款の要件事実を確定するための思
考過程に関するテーマである。
オ　まとめ
上記（1）の記述のうち、オ「まとめ」は、「期限の利益喪失約款の内容
としては、「各分割金の弁済期が経過したときは、借主はその後に到来すべ
き期限の利益を失い、残額全部の弁済期が経過したものとする。」というも
のであると理解される。」として、一応の合理的意思解釈で提示したものか
ら、ただし書を削除するものであるが、このまとめには、問題がある。
これが、期限の利益喪失約款の要件事実についての結論に関するテーマ
である。
（3）　私見の結論の提示
本章のテーマを明確にするために、私見の結論をあらかじめ、提示する。
期限の利益喪失約款は、当事者間の合意であるところ、その当事者間の
合意を「各分割金の弁済期が経過したときは、借主はその後に到来すべき
期限の利益を失い、残額全部の弁済期が経過したものとする。」という合意
であるとすると、その合意には、「借主が、各弁済期経過前に分割金を弁済
したとき（厳密には、弁済の提供をしたとき）は、この限りではない。」と
いう期限の利益喪失の効力の発生を障害する合意（解除条件に該当する合
意）が明示されていないし、かつ、この解除条件に該当する合意は、法律
上当然のことではないから、最初の分割金の弁済期が経過すれば、残額全
部の弁済期が経過することになり、当事者の合理的な意思に反することに
なる。したがって、期限の利益喪失約款には、上記解除条件をただし書と
して付加する必要があり、これを、法律上当然のことであるとして削除す
ることはできない。
上記（1）のエ及びオにおける要件事実の解釈は、その思考過程において
も、結論においても、疑問がある。
期限の利益喪失約款の要件事実は、上記（1）のウ「一応の合理的意思解
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釈」に示されたものでよいように思われる。
4　期限の利益喪失約款についての要件事実に関する各説
（1）　検討文献
本章のテーマをめぐって検討した文献は、上述の『30講』のほかは、次
のとおりである。
ア　『要件事実第1巻』272頁、273頁
イ　『類型別』初版26頁
ウ　『類型別』改訂版28頁
エ　『考え方と実務』220頁
オ　大江『民法（1）』417頁
カ　岡口『マニュアル』158頁、159頁
（2）　検討文献各論
ア　『要件事実第1巻』272頁、273頁
a　概要
『要件事実第1巻』272頁、273頁は、『30講』と同旨の説明をする。
むしろ、『30講』は、『要件事実第1巻』272頁、273頁と同旨であり、同
書の説明を何ら変更していないというのが、適切な理解である。その記述
は、本章のテーマを解明する手掛かりとなるので、長文になるが、bに記
載する。
b　記述
弁済期に割賦金の支払がなかったことが期限の利益喪失の効果の発生原
因事実なのではなく、弁済期に割賦金の支払があったことが期限の利益喪
失の効果の発生障害事由であると考えるべきである。
ただ、そのように考えると、前述の当然解除特約に基づく契約解除の場
合（二（一））と同様、この場合においても、右期限の利益喪失約款の具体
的内容にそぐわないことになりそうであるが、ここでも右の場合と同様に
考えればよいであろう。すなわち、当事者の合理的意思からすれば、右期
限の利益喪失約款の実質的内容は、「各割賦代金の弁済期が経過したとき
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は、買主はその後に到来すべき期限の利益を失い、残額全部の弁済期が経
過したものとする。ただし、右各弁済期経過前に弁済したときはこの限り
ではない。」とする趣旨のものであるが、このうちただし書の部分は、弁済
期経過前の弁済により履行遅滞が生じないことになり、したがって、履行
遅滞を前提とする期限の利益の喪失も生じないことになるという法律上当
然に生ずる効果と同一の効果を目的とするものにすぎず、その限りにおい
て無意味な合意であるから、結局、合理的に解釈された期限の利益喪失約
款の内容は、「各割賦代金の弁済期が経過したときは、当然に、買主はその
後に到来すべき期限の利益を失い、残額全部の弁済期が経過したものとす
る。」というものであるとみるのが相当である。さらに、この場合の「各割
賦金の弁済期が経過したときは」との合意内容が右約款の本質的内容を構
成することも右の場合（二（一））と同様である。
そこで、甲は、乙の右抗弁に対し、再抗弁として、
1　甲と乙とが期限の利益喪失約款（各割賦代金の弁済期が経過したとき
は、当然に、乙はその後に到来すべき期限の利益を失い、残額全部の弁済
期が経過したものとする旨の合意）を締結したこと
2　特定の割賦代金の弁済期が経過したこと
を主張立証することができる。
これに対し、乙は、再々抗弁として、
乙が甲に右特定の割賦代金につきその弁済期以前に弁済の提供をしたこ
と
を主張立証することができる。
c　特徴
同書の記述のうち、『30講』が触れていない部分は、「ただ、そのように
考えると、前述の当然解除特約に基づく契約解除の場合（二（一））と同
様、この場合においても、右期限の利益喪失約款の具体的内容にそぐわな
いことになりそうであるが、ここでも右の場合と同様に考えればよいであ
ろう。」という記述である。
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実は、この記述が、本章のテーマを解明する手掛かりであることに注目
したい。
すなわち、「期限の利益喪失約款」における「ただし書」が「法律上当然
に生ずる効果と同一の効果を目的とするもの」であるという理解は、突然
現れてきたものではなく、「当然解除特約に基づく契約解除の場合」におけ
る「ただし書」の理解が前提となっているということである。
そこで、これらの2つの「ただし書」の理解が同一でよいのか否かが、問
題であり、この点は、「5」で、分析する。
イ　『類型別』初版26頁
a　概要
『類型別』初版26頁は、期限の利益喪失約款についての要件事実に関す
る説明をしていないが、結論として、『要件事実第1巻』273頁と同旨の要
件事実を「丸括弧」内で記述している。
その記述は、bに記載のとおりである。
b　記述
弁済期の到来については、消費貸借契約上の期限の到来を主張すること
ができるほか、期限の利益喪失約款による期限の到来を主張することもで
きる。
この場合には、期限の利益喪失約款の合意とこの合意による期限の利益
喪失の要件に該当する事実（例えば、各割賦金の弁済期が経過したときは
当然に借主はその後に到来すべき期限の利益を失い残額全部の弁済期が経
過したものとする合意と特定の割賦金の弁済期が経過したこと）を主張立
証すべきことになる。
ウ　『類型別』改訂版28頁
a　概要
『類型別』改訂版28頁は、期限の利益喪失約款についての要件事実に関
する説明をしていないし、また、『類型別』初版26頁が、結論として、『要
件事実第1巻』273頁と同旨の要件事実を「丸括弧」内で記述しているのに
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対し、その「丸括弧」そのものを全部削除している。
その記述は、bに記載のとおりである。
b　記述
弁済期の到来については、消費貸借契約上の期限の到来を主張すること
ができるほか、期限の利益喪失約款による期限の到来を主張することもで
きる。
この場合には、期限の利益喪失約款の合意とこの合意による期限の利益
喪失の要件に該当する事実を主張立証すべきことになる。
c　特徴
『類型別』改訂版28頁は、『類型別』初版26頁が「丸括弧」内で記述して
いる要件事実を全部削除していることに特徴がある。
その理由は、定かではないが、その当時の司法研修所民事裁判教官室に
おいて、意見が分かれたにせよ、あるいは、意見が統一されたにせよ、期
限の利益喪失約款についての要件事実について、『類型別』初版26頁と同
一の記述を維持することができないとされたことになる。
エ　『考え方と実務』220頁
『考え方と実務』220頁は、『要件事実第1巻』272頁、273頁の説明と同
旨の記述をし、結論として、同書273頁と同旨の要件事実を「かぎ括弧内」
で記述し、同書を引用している。
『考え方と実務』220頁には、『要件事実第1巻』272頁、273頁を要約す
るものであり、同書の記述を超える記述はない。
オ　大江『民法（1）』417頁
大江『民法（1）』417頁は、期限の利益喪失約款についての要件事実に
関する説明をしていないが、結論として、『要件事実第1巻』273頁と同旨
の要件事実を記述し、『類型別』初版26頁を引用している。
同じ筆者の『要件事実ノート』57頁には、『要件事実第1巻』272頁、273
頁の説明と同旨の記述をし、結論として、同書273頁と同旨の要件事実を
記述している。
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カ　岡口『マニュアル』158頁、159頁
a　概要
岡口『マニュアル』158頁、159頁は、『要件事実第1巻』272頁、273頁
の説明と同旨の記述をし、結論として、同書273頁と同旨の要件事実を記
述し、同書を引用している。
しかし、bに記載のとおり、批判的な見解を述べている。
b　記述
この司法研修所の文献の見解は、証明責任の分配が法律行為の解釈を規
制するというのでは思考が逆立ちしている（並木・原論104頁）などと批
判されており（倉田・契約上217頁の多数意見も反対）、また実務において
定着しているともいい難い。
c　特徴
岡口判事が『要件事実第1巻』272頁、273頁の説明をそのまま引用しな
がら、同書に批判的な見解を述べる理由は、明らかにされていない。
その理由は、上記の「実務において定着しているともいい難い。」という
記述が象徴しているように、岡口判事が、理論的にはさておき、実務的に
は、すなわち、自らが判決書を作成する際に、あるいは、修習生を指導す
る際に、『要件事実第1巻』272頁、273頁と同様の記載をすることが、実務
の実態にそぐわないと判断しているのではないかと、推察される。
5　当然解除特約に基づく契約解除の要件事実からの検討
（1）　はじめに
『要件事実第1巻』272頁、273頁は、前述のとおり、期限の利益喪失約款
における「ただし書」すなわち「ただし、右各弁済期経過前に弁済したと
きはこの限りではない。」という部分につき、「弁済期経過前の弁済により
履行遅滞が生じないことになり、したがって、履行遅滞を前提とする期限
の利益の喪失も生じないことになるという法律上当然に生ずる効果と同一
の効果を目的とするものにすぎず、その限りにおいて無意味な合意である」
と記述している。
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そして、その理由として、「前述の当然解除特約に基づく契約解除の場合
（二（一））と同様、この場合においても、右期限の利益喪失約款の具体的
内容にそぐわないことになりそうであるが、ここでも右の場合と同様に考
えればよいであろう。」と記述している。
そこで、当然解除特約に基づく契約解除の要件事実について検討する。
（2）　当然解除特約
当然解除特約とは、一般的にいえば、「債権者が特別の意思表示をしなく
ても契約が当然に解除されたものとしてその効力を失わせる旨の合意」で
あり（『要件事実第1巻』266頁）、売買契約を例として挙げれば、「買主が
残代金の支払を怠ったときは、売買契約は当然解除されたものとしてその
効力を失う。」旨の合意である（同書267頁）。
以下、上記売買契約における当然解除特約を例として、検討する。
（3）　『要件事実第１巻』における要件事実分析
ア　文言に基づく解釈
上記当然解除特約は、その文言に従えば、売主が、売買契約の当然解除
を主張する場合には、「買主が残代金の支払を怠ったこと」を主張立証しな
ければならないことになる。
イ　支払を怠ったことをめぐる主張立証責任
前記3の（1）のイで述べたとおり、債務の弁済は、債務者に主張立証責
任があるとすべきであり、この場合においても、買主が「残代金を弁済期
に支払ったこと」を主張立証すべきである。
ウ　一応の合理的意思解釈
そうすると、「当事者の合理的意思からすれば、当然解除特約の実質的内
容は・・・、『残代金の弁済期が経過したときは、売買契約は当然解除され
たものとしてその効力を失う。ただし、右弁済期経過前に弁済したときは
この限りではない。』とする趣旨のものとみるべきである」ということにな
る（『要件事実第1巻』267頁）。
エ　ただし書の意味
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そして、「このうちただし書の部分は、弁済期経過前における弁済により
履行遅滞がないことになり、したがって、履行遅滞を前提とする売買契約
の当然解除の効果も生じないという法律上当然の効果と同一の効果を目的
とするものであり、その限りにおいて無意味な合意といわざるを得ない」
ということになる（『要件事実第1巻』267頁、268頁）。
オ　まとめ
「結局、合理的に解釈された右特約の内容は、『残代金の弁済期が経過し
たときは、売買契約は当然解除されたものとしてその効力を失う。』とする
趣旨の合意であるとみるのが相当である」ということになる（『要件事実第
1巻』268頁）。
（4）　説明
ア　基本
上記（3）の見解のうち、アからウまでは、適切な記述である。この点
は、3の（2）のアないしウで説明したとおりである。
しかし、上記（3）の見解のエ及びオは、微妙である。
その理由は、次に述べる。
イ　本文及びただし書の意味
a　本文及びただし書の文言
上記当然解除特約の本文は、『残代金の弁済期が経過したときは、売買契
約は当然解除されたものとしてその効力を失う。』というものであり、ただ
し書は、『ただし、右弁済期経過前に弁済したときはこの限りではない。』
というものである。
b　意思解釈の場合分け
問題は、上記当然解除特約の本文が、「合意解除特約」ではなく、「債務
不履行解除特約」であることを明示しているか否かである。
c　場合分けに基づく解釈
仮に、上記当然解除特約が「合意解除特約」であれば、「ただし書」がな
いときには、残代金の弁済（又は弁済の提供）があっても、『残代金の弁済
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期が経過したときは、売買契約は当然解除されたものとしてその効力を失
う。』という法律効果が発生することになる。
仮に、その反対に、上記当然解除特約が「債務不履行解除特約」であれ
ば、「ただし書」がなくても、残代金の弁済（又は弁済の提供）があれば、
債務不履行を理由とする解除権の発生の前提となる債務者の債務不履行の
事実が否定されることになるから、『残代金の弁済期が経過したときは、売
買契約は当然解除されたものとしてその効力を失う。』という法律効果が発
生しないことになる。
d　明示か否かの判定
上記当然解除特約の本文は、売買契約全体の趣旨に照らせば、「債務不履
行解除特約」であると推察される。
しかし、上記当然解除特約の本文の文言そのものからは、必ずしも、「債
務不履行解除特約」であることは、明示されていない。
そうすると、上記（3）の見解のエ及びオは、微妙であるということにな
る。
e　さらなる検討
そこで、このような「本文」及び「ただし書」と同様な構造を有する問
題として、次の「6」において、いわゆる停止条件付契約解除の場合を検討
する。
6　いわゆる停止条件付契約解除の要件事実からの検討
（1）　いわゆる停止条件付解除
『要件事実第1巻』259頁から262頁までに、「いわゆる停止条件付契約解
除」として、次のような記述がある。
「不動産の賃貸人が賃借人に対し、相当期間を定めて延滞賃料の催告をす
るのと同時に、賃借人が右期間内に延滞賃料を支払わないときは賃貸借契
約を解除する旨の意思表示をする、というケースは、実務上しばしば見受
けられるところであり、このような契約解除の意思表示は、一般に停止条
件付契約解除の意思表示と呼ばれている。」（同書259頁）
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これを具体的にいえば、例えば、「賃貸人は、賃借人に対し、本書面配達
の日から1週間以内に、延滞賃料合計50万円を支払うことを催告します。
賃借人が上記期間内に上記延滞賃料を支払わなかった場合には、賃貸人は、
同期間の経過をもって、本賃貸借契約を解除します。」という賃料支払催告
兼賃貸借契約解除の意思表示である。
以下、上記賃貸借契約における催告解除を例として、検討する。
（2）　『要件事実第１巻』における要件事実分析
ア　文言に基づく解釈
上記催告解除は、その文言に従えば、賃貸人が、賃貸借契約の解除を主
張する場合には、「賃借人が催告期間内に催告金額の支払わなかったこと」
を主張立証しなければならないことになる。
イ　支払わなかったことをめぐる主張立証責任
前記3の（1）のイで述べたとおり、債務の弁済は、債務者に主張立証責
任があるとすべきであり、この場合においても、賃借人が「催告期間内に
催告金額を支払ったこと」を主張立証すべきである。
ウ　一応の合理的意思解釈
そうすると、「賃貸人の意思を合理的に解釈するならば、右契約解除の意
思表示の内容は、『催告期間が経過した時に賃貸借契約を解除する。ただ
し、賃借人が右期間内に催告金額を支払ったときはこの限りではない。』と
する趣旨のものであるということになろう」ということになる（『要件事実
第1巻』260頁）。
エ　ただし書の意味
そして、「このうちただし書の部分は、期間内の弁済により解除権の発生
が妨げられるという法律上当然に生ずる効果と同一の効果を目的とする意
思表示であり、その限りにおいて無意味な意思表示であるといわざるを得
ない」ということになる（『要件事実第1巻』260頁）。
オ　まとめ
「結局、合理的に解釈された右意思表示の内容は、『催告期間が経過した
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時に賃貸借契約を解除する。』旨の一種の停止期限（民法一三五条の解説一
（二）・一一九頁参照）付契約解除の意思表示であるとみるのが相当である」
ということになる（『要件事実第1巻』260頁）。
（3）　説明
ア　基本
上記（2）の見解は、アからオまで、すべて適切な記述である。アからウ
までについては、3の（2）のアないしウで説明したとおりである。
エ及びオが適切な記述である理由は、次のとおりである。
イ　本文及びただし書の意味
a　本文及びただし書の文言
上記催告解除のうちの本文は、『催告期間が経過した時に賃貸借契約を解
除する。』というものであり、ただし書は、『ただし、賃借人が右期間内に
催告金額を支払ったときはこの限りではない。』というものである。
b　本文の意思解釈の明確性
上記催告解除のうちの本文は、「債務不履行解除」の意思表示であること
が、明らかである。期限の利益喪失約款の場合及び当然解除特約の場合の
ように、当事者間の合意ではないから、その「解除」が「合意」に基づく
ものではなく、「債務不履行」を理由とする債権者の一方的な意思表示であ
ることが明らかであるからである。
c　ただし書の意味
そして、ただし書は、『ただし、賃借人が右期間内に催告金額を支払った
ときはこの限りではない。』というものであるところ、本文が、「債務不履
行解除」の意思表示であることが明らかであるから、ただし書がなくても、
催告期間内に催告金額の弁済（又は弁済の提供）があれば、債務不履行を
理由とする解除権の発生の前提となる賃借人の債務不履行の事実が否定さ
れることになり、『催告期間が経過した時に賃貸借契約を解除する。』とい
う意思表示の法律効果が発生しないことになる。
d　結論
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「結局、合理的に解釈された右意思表示の内容は、『催告期間が経過した
時に賃貸借契約を解除する。』旨の一種の停止期限付契約解除の意思表示で
あるとみるのが相当である」ということになる。
7　私見
（1）　期限の利益喪失約款における合理的意思解釈
期限の利益喪失約款の実質的内容は、一応の合理的な意思解釈によれば、
「各分割金の弁済期が経過したときは、借主はその後に到来すべき期限の利
益を失い、残額全部の弁済期が経過したものとする。ただし、各弁済期経
過前に分割金を弁済したときはこの限りではない。」という趣旨の合意であ
ると解される。
（2）　本文及びただし書の関係
ア　本文の解釈
期限の利益喪失約款における本文の部分、すなわち、「各分割金の弁済期
が経過したときは、借主は、その後に到来すべき期限の利益を失い、残額
全部の弁済期が経過したものとする。」という部分は、これを素直に読め
ば、「最初の分割金の弁済期が経過すれば、すべての分割金について弁済期
が経過したものとする。」ことを記載しているに過ぎない。
また、上記本文の部分は、法定解除権に基づくものではなく、当事者が
任意にしたところの合意に基づくものであるから、「法律上」、各分割金の
弁済期が経過するまでに当該分割金の弁済があれば期限の利益を喪失する
という効果が発生しないことになるものではない。
上記本文の文言から、「各分割金の弁済期が経過するまでに当該分割金の
弁済があれば期限の利益を喪失するという効果が発生しない」と想起する
ことができるとすれば、それは、上記本文の文言が、原初的には、「債務者
が分割金の支払を1回でも怠ったときは、債務者は期限の利益を失い、残
金を一括して支払う。」という文言だったこと、そしてその文言につき合理
的な意思解釈をすることにより修正したということを知っているから、す
なわち、上記本文の文言にかかわらず、上記本文が「期限の利益喪失約款」
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を表示するものであるということを知っているから、「各分割金の弁済期が
経過するまでに当該分割金の弁済があれば期限の利益を喪失するという効
果が発生しない」と想起することができるものと思われる。
しかし、そのような想起は、上記本文の文言そのものから読み取ること
は困難であり、当事者には理解困難な事柄ではないかと思われる。
イ　ただし書の解釈
期限の利益喪失約款における「ただし書」の部分、すなわち、「ただし、
各弁済期経過前に分割金を弁済したときはこの限りではない。」という部分
は、当事者が任意にしたところの合意に基づくものであるから、「法律上」
当然のことではなく、すなわち、法律の規定する内容と同一の内容の意思
表示でないから、要件事実上は、無意味ではなく、必要である。このただ
し書がなければ、最初の分割金の弁済期が経過したときに、借主は、期限
の利益を失うことになる。
そうすると、上記「ただし書」は、要件事実として必要である。
ウ　期限の利益喪失約款の一体性
期限の利益喪失約款は、一応の合理的な意思解釈を施したものによれば、
「本文」が時の経過によって期限の利益が失われることを定めながらも、「た
だし書」が債務者の弁済（厳密には、弁済提供）という条件（解除条件）
によって期限の利益が維持されることを定める1つの合意を構成するもの
であるから、期限の利益喪失約款は、「本文」と「ただし書」とが一体とな
った合意であり、要件事実として分解することができない。「本文」だけで
は、最初の分割金の弁済期の経過によって、すべての分割金の期限の利益
を喪失させることになって、当事者の意思に合致しない。
期限の利益喪失約款の原初的な文言（合理的な意思解釈を施さない前の
文言）は、「債務者が分割金の支払を1回でも怠ったときは、債務者は期限
の利益を失い、残金を一括して支払う。」というものであり、その内容は、
分かりやすくいえば、「債務者が分割金をその弁済期までに支払っていれば
期限の利益が維持されるが、債務者が分割金をその弁済期までに支払わな
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い事態が発生すれば期限の利益が失われる。」という合意であり、この合意
は、合理的な意思解釈によって、「本文」と「ただし書」との複合体である
と理解することができるものではあるが、その「本文」と「ただし書」と
を分解することは、困難なように思われる。
エ　期限の利益喪失約款に基づく事実の主張立証責任
期限の利益喪失約款に基づき、期限の利益を喪失したことを主張する債
権者は、①期限の利益喪失約款に係る合意があった事実に加え、②特定の
分割金の弁済期が経過した事実を主張立証すれば足りる。
そして、期限の利益喪失約款があることを認めながらも、期限の利益を
喪失しなかったことを主張する債務者は、債権者の主張する特定の分割金
につき、弁済（又は弁済の提供）をした事実を主張立証すれば足りる。
（3）　いわゆる停止条件付解除の意思表示との相違の確認
いわゆる停止条件付解除の意思表示は、賃貸人の意思を合理的に解釈す
るならば、『催告期間が経過した時に賃貸借契約を解除する。ただし、賃借
人が右期間内に催告金額を支払ったときはこの限りではない。』というもの
である。
上記催告解除のうちの本文は、「債務不履行解除」の意思表示であること
が明らかであるから、ただし書がなくても、催告期間内に催告金額の弁済
（又は弁済の提供）があれば、債務不履行を理由とする解除権の発生の前提
となる賃借人の債務不履行の事実が否定されることになり、『催告期間が経
過した時に賃貸借契約を解除する。』という意思表示の法律効果が発生しな
いことになり、結局、合理的に解釈された右意思表示の内容は、『催告期間
が経過した時に賃貸借契約を解除する。』旨の一種の停止期限付契約解除の
意思表示であるとみるのが相当である。
しかし、期限の利益喪失約款は、当事者間の合意であるから、要件事実
を考察するに当たって、上記催告解除と同様に解釈することはできない。
8　判決書における記載内容
（1）　『要件事実第1巻』273頁、274頁の記述
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ア　記述
『要件事実第1巻』273頁は、売買契約が締結され、売買代金が分割金債
務となり、これにつき、期限の利益の喪失約款がある場合には、実務上の
取扱いにつき、次のとおり、記述している。
「なお、実務上、売主は、①売買契約を締結したことばかりでなく、②売
買代金につき割賦払の約定があったこと及び③期限の利益喪失約款を結ん
だこと、さらには④買主が特定の弁済期にすべき割賦代金の支払を怠った
ことをも併せて、請求原因の名のもとに主張し、残代金全額の支払を請求
することが多く、判決の事実もそのとおり摘示されることが多いようであ
る。以上に説明したこの種訴訟の理論上の構造からすれば、①のみが請求
原因であり、②は抗弁の先行自白、③は再抗弁、④は再々抗弁の先行否認
ということになるが、実務の大勢も右の理論上の構造を否定するものでは
ないであろう。」
また、同書274頁は、金銭消費貸借契約が締結され、貸金返還債務が分
割金債務となり、これにつき、期限の利益喪失約款がある場合には、もと
もと、金銭消費貸借契約にあっては、貸借型理論の適用によって、返還時
期の定めが権利発生根拠事実となることから、①甲が乙に対し金銭を貸し
渡したこと（割賦弁済の合意を含む。）、②甲と乙とが期限の利益喪失約款
を結んだこと、③特定の割賦金の弁済期が経過したことが請求原因事実と
なると記述している。
イ　説明
上記記述に係る説明は、実務の取扱いを適切に説明するものである。こ
こでの記述では、期限の利益喪失約款における「ただし書」を問題として
いないから、特に問題はない。
（2）　実際の実務での記載例
ア　検索
某判例データベースで、東京地裁の平成18年1月1日から平成20年12月
31日までに言い渡された判決であって、「期限の利益」という言葉を含む
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ものを検索したところ、22件の判決がヒットした。それらの判決の内容を
検討したところ、本章のテーマに合致するものであって、事実及び理由の
いずれにも「期限の利益」についての記載があるものは、東京地裁平成18
年1月27日判決・判例タイムズ1236号251頁の1件であった。
もっと、広く検索をすることが望ましいが、取り敢えず、上記判決を主
な素材として、実際の実務での記載例を確認し、検討することとした。
イ　上記判決の事案
上記判決の事案は、「株式会社の営業譲渡に伴う会社債務の併存的債務引
受の合意が肯定された事例」として紹介され、原告の主張を単純化すると、
「A銀行は、被告会社に対して金銭を貸し付けた。被告個人は、被告会社の
債務につき、併存的債務引受をした。原告は、A銀行から、A銀行の被告
会社及び被告個人に対する債権につき、譲渡を受けた。」というものであ
る。
ウ　上記判決の期限の利益喪失約款及びこれに関する事実の摘示
上記判決は、期限の利益喪失約款につき、前提事実（当事者間に争いが
ないか、証拠等から容易に認められる事実）として、「被告会社が分割金の
支払を一回でも怠ったときは、期限の利益を喪失し、残金を直ちに支払
う。」と記載し、請求原因ア（イ）として、「被告会社は、本件貸金債務に
つき、平成13年9月10日に支払うべき分割金の支払を怠った。」と記載し、
被告らの認否等として、「上記ア（イ）の事実は不知」と記載している。
エ　上記判決の判断
上記判決は、期限の利益喪失約款につき、前提事実において確認してい
るところ、重ねて、証拠及び弁論の全趣旨によって認定し、請求原因ア
（イ）の事実につき、「請求原因ア（イ）の事実（本件貸金債務の弁済期で
ある平成13年9月10日が経過したこと）は、当裁判所に顕著である（なお、
弁論の全趣旨によれば、同日に被告会社からA銀行への本件貸金債務に係
る分割金の返済がされなかったことが認められる。）」と認定している。
（3）　上記判決の記載の検討
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ア　期限の利益喪失約款についての記載の検討
a　上記判決の記載の確認
上記判決は、期限の利益喪失約款について、「被告会社が分割金の支払を
一回でも怠ったときは、期限の利益を喪失し、残金を直ちに支払う。」と記
載している。
b　一般論としての記載の実情
実務的には、期限の利益喪失約款につき、合理的な意思解釈を施し、「各
分割金の弁済期が経過したときは、借主はその後に到来すべき期限の利益
を失い、残額全部の弁済期が経過したものとする。ただし、各弁済期経過
前に分割金を弁済したときはこの限りではない。」と記載することは少ない
し、まして、「ただし書」を削除して、「各分割金の弁済期が経過したとき
は、借主はその後に到来すべき期限の利益を失い、残額全部の弁済期が経
過したものとする。」と記載することはより少ないように思われる。
なお、前記（2）のアで検索した裁判例中、東京地裁平成18年6月27日
判決・金融商事判例1254号19頁は、事実摘示において、期限の利益喪失約
款につき、「返済日及び返済金額を1回でも怠ったときには、当然に期限の
利益を喪失し、残元金に利息及び遅延損害金を付加して一括返済する。」
と、期限の利益喪失事由につき、「原告は、平成14年・・・7月5日にすべ
き支払を怠り、期限の利益を喪失した。」と記載し、また、東京地裁平成
18年6月26日判決・判例時報1948号111頁は、事実摘示において、期限の
利益喪失約款につき、「この契約では、被告が原告に対する売買代金の支払
義務その他売買契約上の義務を怠ったときは、原告は、被告に対し、何ら
の通知催告を要せず直ちに代金全額の支払を請求（する）・・・ことができ
る旨定められた。」と、期限の利益喪失事由につき、「被告は、平成15年12
月25日、原告に対し、本件売買代金の分割金262万5000円を支払わなかっ
た。」と記載している。
このように、検索した期間・例数は少ないとはいうものの、上記のよう
な検索結果にかんがみると、実務においては、判決書においても、当事者
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の作成した文書の記載に沿った期限の利益喪失約款及び期限の利益喪失事
由の記載をしていることが多いように思われる。
c　上記判決の記載の評価
上記判決のような記載は、銀行取引約定書などに記載された文言に近い
言葉を使用している。
これは、もともと、原告が期限の利益喪失約款につき、そのような言葉
を使用して主張をし、被告も、それを認めることが多いし、あるいは、被
告がそれを認めないとしても、銀行取引約定書又は金銭消費貸借契約書に
はその旨記載されているのであるから、弁論主義の観点からも、また、当
事者を「驚かせない」ためにも、相当な取扱いであると思われる。
かえって、判決書に、合理的な意思解釈を施した記載をした場合には、
当事者を「驚かせる」おそれ、又は、当事者から、「弁論主義違背を主張さ
れる」若しくは「上訴理由として揚げ足を取ろうとする主張を誘発する」
おそれもある。
そして、期限の利益喪失約款の「法的解釈」は、裁判所の責任と権能で
あるし、「債務者が各分割金の支払についての主張立証責任があること」
は、債務者も、常識的に理解できる事柄であろう。そうすると、上記判決
における期限の利益喪失約款についての記載は、法的に許容できる記載で
あるといえる。
d　補足
そもそも、当事者の合意を判決書に事実摘示として記載する場合に、①
当事者の主張をそのまま記載すべきか、②当事者の主張に合理的な意思解
釈を施したものを記載すべきか、という問題がある。
例えば、「6」で検討したいわゆる賃貸借契約における催告解除の場合に
ついてみると、次のとおりである。
当事者の主張に沿った事実を摘示する場合には、例えば、「原告（賃貸
人）は、被告（賃借人）に対し、平成20年5月1日に配達された書面をも
って、同書面配達の日から1週間以内に、延滞賃料合計50万円を支払うこ
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とを催告するとともに、被告（賃借人）が上記期間内に上記延滞賃料を支
払わなかった場合には、原告（賃貸人）は、同期間の経過をもって、本賃
貸借契約を解除する旨の意思表示をした。」と記載することになる。
当事者の主張に合理的な意思解釈を施した事実を摘示する場合には、「原
告（賃貸人）は、被告（賃借人）に対し、平成20年5月1日に配達された
書面をもって、同書面配達の日から1週間以内に、延滞賃料合計50万円を
支払うことを催告するとともに、同期間の経過をもって、本賃貸借契約を
解除する旨の意思表示をした。」と記載することになる。
この場合には、前者の事実摘示でも、後者の事実摘示でも、差し支えな
いであろう。前者の事実摘示は、素直に当事者の主張に係る事実を記載す
るとともに、その背後で、要件事実についての考察を前提とした主張立証
責任の負担についての配慮が働いていれば、審理判断に問題が発生するこ
とはない。後者の事実摘示は、当事者の主張及び証拠（上記事案の場合に
は、通常、原告から、前者の事実摘示に沿う配達証明付内容証明郵便が証
拠として提出される。）との相違が若干発生するが、特に問題とするほどの
ことではなく、かつ、要件事実についての考察を前提とした適切な審理判
断が期待できるものといえよう。
それでは、期限の利益喪失約款の場合は、どうであろうか。
上記判決の場合について検討してみると、次のとおりである。
当事者の主張に沿った事実を摘示する場合には、「被告会社が分割金の支
払を一回でも怠ったときは、期限の利益を喪失し、残金を直ちに支払う。」
と記載することになる。
当事者の主張に合理的な意思解釈を施した事実を摘示する場合であって、
多数説に立脚するときには、「本債務の各分割金の弁済期が経過したとき
は、被告会社はその後に到来すべき期限の利益を失い、残額全部の弁済期
が経過したものとする。」と記載することになる。
この場合にも、上記催告解除についての分析と同様に、それぞれに一得
一失があるものの、期限の利益喪失約款について多数説が正しいとするな
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らば、前者の事実摘示でも、後者の事実摘示でも、差し支えないであろう。
しかし、それゆえに、実務では、敢えて、当事者の主張から懸け離れた感
のある、かつ、議論の余地のある後者の事実摘示をすることを避けるのが
通常であるということになろう。裁判所は、事実摘示の段階では、当事者
の主張が明らかに法理に反する場合や審理判断に差支えがあるような場合
でない限り、当事者の主張の趣旨に沿い、また、社会通念にも従った事実
を記載し、理由説示の段階で、当事者の主張についての合理的な意思解釈
を示すことで足りるといえる。期限の利益喪失約款の場合には、通常、契
約書中に条項として明記されているから、その条項に近いであろう「被告
会社が分割金の支払を一回でも怠ったときは、期限の利益を喪失し、残金
を直ちに支払う。」という事実摘示をし、証拠によって期限の利益喪失約款
に係るその事実を認定することについて、何らの問題も発生しない。
イ　期限の利益喪失事由についての記載の検討
a　上記判決の記載の確認
上記判決は、期限の利益喪失事由について、請求原因ア（イ）として、
「被告会社は、本件貸金債務につき、平成13年9月10日に支払うべき分割
金の支払を怠った。」と記載している。
そして、被告らの認否等として、「上記ア（イ）の事実は不知」と記載し
ている。
b　一般論としての記載の実情
期限の利益喪失事由について、上記判決のように記載する例もあるよう
であるし、また、債務の弁済は債務者が主張立証責任を負担するとの理論
を前面に出して、「本件貸金債務につき、平成13年9月10日に支払うべき
分割金の支払期限が経過した。」と記載する例もあるようである。
c　上記判決の記載の評価
上記判決の記載は、当事者間に争いがない場合には、実務において許容
されている記載とみてよいであろう。
しかし、上記判決の事案のように、被告らが不知と認否している場合に
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は、問題であろう。なぜならば、本来、原告が主張すべき事実は、「特定の
分割金の弁済期の経過」という事実であり、この事実は公知の事実であっ
て認否の対象にならないし、被告らが「原告の特定した分割金を支払った
こと」を主張立証すべきものであるから、被告らの「不知」という認否は、
無意味な陳述であり、むしろ、裁判所としては、原告の主張する期限の利
益喪失事由が、合理的な意思解釈からは過剰な主張であることを指摘しつ
つ、被告らに対し、「不知」の認否では足りず、「弁済（又は弁済提供）」の
抗弁の主張立証をしなければ適切な防御とならないことを指摘することが
まさに要件事実を考慮した審理方法として相当であると考えられるからで
ある。
したがって、上記判決の事案にあっては、債務の弁済は債務者が主張立
証責任を負担するとの理論を前面に出して、「本件貸金債務につき、平成
13年9月10日に支払うべき分割金の支払期限が経過した。」と記載する方
が、相当であろう。
ウ　期限の利益喪失約款の認定判断についての記載の検討
a　上記判決の記載の確認
上記判決は、期限の利益喪失約款につき、前提事実において確認してい
るところ、重ねて、証拠及び弁論の全趣旨によって認定している。
b　一般論としての記載の実情及び上記判決の記載の評価
判決中の事実欄に記載される「前提事実」は、通常、「当事者間に争いが
ないか、証拠等から容易に認められる事実」であるから、理由中において、
重ねて認定しないことが、通例である。
上記判決の記載においても、「前提事実」につき、丸括弧内において「当
事者間に争いがないか、証拠等から容易に認められる事実」としているの
であるから、理由中において重ねて認定しないことが、むしろ、論理的で
あるし、通例に沿うといえる。
エ　期限の利益喪失事由の認定判断についての記載の検討
a　上記判決の記載の確認
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上記判決は、請求原因ア（イ）の事実につき、「請求原因ア（イ）の事実
（本件貸金債務の弁済期である平成13年9月10日が経過したこと）は、当
裁判所に顕著である（なお、弁論の全趣旨によれば、同日に被告会社から
A銀行への本件貸金債務に係る分割金の返済がされなかったことが認めら
れる。）」と認定している。
b　一般論としての記載の実情
原告が、期限の利益喪失事由としての「特定の分割金の弁済期の経過」
を主張し、被告が抗弁として、「原告の特定した分割金を支払ったこと」を
主張した場合であって、被告の立証が不十分なときには、裁判所は、「原告
の主張に係る事実は、当裁判所に顕著であり、被告の主張に係る事実は、
これを認めるに足りる証拠がない。」との旨の認定判断の記載をすることが
通例である。
c　上記判決の記載の評価
上記判決の認定判断の記載は、そもそも、原告が主張する事実であると
ころの「被告らが分割金の支払を怠ったこと」について被告らの認否が不
知であるというのであるから、裁判所において適切な訴訟指揮をした上で、
事実摘示における理論的な要件事実への修正をすべきものであったところ、
その修正をしなかったことから、いささか不具合を生じているものと見受
けられる。その不具合が、2つの丸括弧内の記述となって、表現されてい
る。
しかし、上記判決の最も大きな争点は、「株式会社の営業譲渡に伴う会社
債務の併存的債務引受の合意」が肯定されるか否かにあり、原告（厳密に
は特定承継前のA銀行）の被告会社に対する債権の発生及び期限の利益の
喪失については、大樹のうちの小枝のような争点であったから、このよう
な不具合は、それ自体に着目すると不適切であるとはいえても、上記判決
の全体から見れば許容できる範囲内であろう。
9　まとめ
期限の利益喪失約款の要件事実及び実務の記載の仕方は、これまでに検
白山法学　第5号　2009
─ 64 ─
討したとおり、簡単なようで、難しい問題である。
期限の利益喪失約款は、契約書の文言などに従えば、前記判決の記載例
にあるように、「債務者が分割金の支払を一回でも怠ったときは、期限の利
益を喪失し、残金を直ちに支払う。」との旨のものではあるが、その一応の
合理的な意思解釈を施したものが、「各分割金の弁済期が経過したときは、
借主はその後に到来すべき期限の利益を失い、残額全部の弁済期が経過し
たものとする。ただし、各弁済期経過前に分割金を弁済したときはこの限
りではない。」というものであることは、多数説の承認するところであり、
私見も、同旨である。
多数説は、上記のうちの「ただし書」が法律上当然の事柄であるとして、
要件事実から削除するという。
私見は、多数説と異なり、上記のうちの「ただし書」を分断することも、
これを要件事実から削除することもできないというものである。
その私見の論拠は、既に述べたとおり、期限の利益喪失約款は、合意で
あり、法定解除権ではないのであるから、「ただし書」を法律上当然の事柄
と解することはできないということを主眼とするものであるが、率直なと
ころ、微妙な解釈問題であり、理論ではなく、上記一応の合理的な意思解
釈に係る言葉に対する感性の問題であるようにも思える。
すなわち、「各分割金の弁済期が経過したときは、借主はその後に到来す
べき期限の利益を失い、残額全部の弁済期が経過したものとする。」という
言葉が、「ただし、各弁済期経過前に分割金を弁済したときはこの限りでは
ない。」という事柄を当然の前提としているものと解することができるか否
かという言葉に対する感性の問題であるようにも思える（この点について
は、大江忠慶応義塾大学法科大学院教授から、貴重なご示唆をいただい
た。）。
私見は、言葉に対する感性の問題ではなく、期限の利益喪失約款の法的
性質の問題であり、言葉の客観的な解釈の問題であるという前提に立脚す
るものであるが、そういえるのか否かの判断は、結局は、この問題を考察
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する各人の判断に委ねられていることになるのであろう。
『類型別』初版26頁の記述が、『類型別』改訂版28頁の記述に変更された
理由は、その記述それ自体からは、つまびらかではない。その記述の変更
が、他の論点の考慮によるものか、あるいは、私見の指摘した論点の考慮
によるものかも、つまびらかではない。
いずれにせよ、期限の利益喪失約款は、実務家が日常的に接する合意で
はあるが、なお、理論的にも、実務的にも、議論の余地のある問題である。
